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平成２２年３月３１日

北海道知事 高 橋 はるみ

北海道条例第２９号

北海道税条例の一部を改正する条例

北海道税条例（昭和２５年北海道条例第５６号）の一部を次のように改正する。

第３６条の２第１項中「締約国」の次に「又は締約者」を加え、「条約相手国」

を「条約相手国等」に改める。

第３６条の３第１項中「第２条第１２号の７の５」を「第２条第１２号の７の７」に、

「条約相手国」を「条約相手国等」に改める。

第４２条の２第１項及び第４２条の３第１項中「条約相手国」を「条約相手国等」

に改める。

附則第５条の４第１項第２号イ中「租税条約の実施に伴う所得税法、法人税法

及び地方税法の特例等に関する法律」を「租税条約等の実施に伴う所得税法、法

人税法及び地方税法の特例等に関する法律」に改め、同号ウ中「及び」を「並び

に」に、「から」を「及び第１０条の２の２から」に改める。

附則第６条の２中「平成２１年度」を「平成２２年度」に改める。

附則第７条の２の４中「平成２２年３月３１日」を「平成２４年３月３１日」に改める。

附則第７条の４第５項中「附則第３条の２の２７に規定する」を「で定める」に

改める。

附則第７条の７を削る。

附則第８条の２の２第１項中「平成２２年３月３１日」を「平成２４年３月３１日」に

改める。

附則第８条の２の３の見出し中「等」を削り、同条第１項中「この条」の次に

「から附則第８条の２の５まで」を加え、「、当該取得が平成３０年３月３１日まで

に行われたときに限り」を削り、「かかわらず」の次に「、当分の間」を加え、

同条第２項中「若しくは第２号」を「、第２号若しくは第３号イ」に、「第１０項」

を「附則第８条の２の５第１項」に、「この条」を「この条及び附則第８条の２

の５」に改め、同条第３項第１号中「車両総重量（以下この条」の次に「及び附

則第８条の２の５」を加え、「第１０項」を「第８項」に、「附則第４条の４第２

項に規定する」を「で定める」に改め、同号ア中「この条」の次に「及び附則第

８条の２の５第１項第１号」を加え、「附則第４条の４第３項に規定する」を「で

定める」に改め、同号ウ中「この条」の次に「及び附則第８条の２の５」を加え、

「附則第４条の４第４項に規定する」を「で定める」に改め、同項第２号中「第

１１項」を「附則第８条の２の５第２項」に改め、同条第４項中「附則第４条の４

第５項に規定する」を「で定める」に改め、同条第５項中「附則第４条の４第６

項に規定する」を「で定める」に改め、同項第１号中「総務省令附則第４条の４

第７項に規定する」及び「同条第８項に規定する」を「総務省令で定める」に改

め、同項第２号中「総務省令附則第４条の４第９項に規定する」及び「同条第１０

項に規定する」を「総務省令で定める」に改め、同条第６項中「附則第４条の４

第１１項に規定する」を「で定める」に改め、同条第７項中「附則第４条の４第１２

項に規定する」及び「附則第４条の４第１３項に規定する」を「で定める」に改め、

同項第１号中「附則第４条の４第１４項に規定する」を「で定める」に改め、同号

ア中「附則第４条の４第１５項に規定する」を「で定める」に改め、同項第２号中

「附則第４条の４第１６項に規定する」を「で定める」に改め、同号ア中「附則第

４条の４第１７項に規定する」を「で定める」に改め、同条第８項中「、第１０項又

は第１１項」を「又は附則第８条の２の５第１項若しくは第２項」に、「が平成２２

年３月３１日」を「が平成２２年８月３１日（第２号に掲げる自動車にあっては、平成

２３年８月３１日）」に改め、「第１号」の次に「又は第３号イ」を加え、「１００分の

２（当該取得が平成２１年１０月１日から平成２２年３月３１日までの間に行われた場合
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にあっては、１００分の１）」を「１００分の１」に、「１００分の２を、第３号」を「１００

分の２（当該取得が平成２２年１０月１日から平成２３年８月３１日までの間に行われ

た場合にあっては、１００分の１）を、第３号ア」に、「１００分の１（当該取得が平

成２１年１０月１日から平成２２年３月３１日までの間に行われた場合にあっては、１００

分の０．５）」を「１００分の０．５」に改め、同項第１号中「総務省令附則第４条の４

第１８項に規定する」及び「同条第１９項に規定する」を「総務省令で定める」に改

め、同項第２号中「総務省令附則第４条の４第２０項に規定する」及び「同条第２１

項に規定する」を「総務省令で定める」に改め、同項第３号を次のように改める。

� 車両総重量が３．５トン以下の軽油自動車のうち、次に掲げるもの

ア 乗車定員１０人以下の乗用の軽油自動車のうち、道路運送車両法第４１条の

規定により平成２１年１０月１日以降に適用されるべきものとして定められた

排出ガス保安基準で総務省令で定めるもの（以下この号において「平成２１

年軽油軽量車基準」という。）に適合するもの

イ 車両総重量が２．５トンを超えるバス又はトラックのうち、平成２１年軽油

軽量車基準に適合し、かつ、エネルギー消費効率が基準エネルギー消費効

率以上のもので総務省令で定めるもの

附則第８条の２の３第９項から第１２項までを削る。

附則第８条の２の６中「平成３０年３月３１日までに第６１条第１項若しくは第２項

に規定する軽油の引取り、同条第３項の燃料炭化水素油の販売、同条第４項の軽

油若しくは燃料炭化水素油の販売、同条第５項の炭化水素油の消費若しくは第６１

条の２第１項各号の軽油の消費、譲渡若しくは輸入が行われた場合又は当該期間

に軽油引取税の特別徴収義務者が第６１条第６項の規定に該当するに至った場合に

おける」を削り、「かかわらず」の次に「、当分の間」を加え、同条を附則第８

条の２の８とし、同条の次に次の１条を加える。

（揮発油価格高騰時における軽油引取税の税率の特例規定の適用停止）

第８条の２の９ 前条の規定の適用がある場合において、租税特別措置法第８９条

第１項の規定による告示の日の属する月の翌月の初日以後に第６１条第１項若し

くは第２項に規定する軽油の引取り、同条第３項の燃料炭化水素油の販売、同

条第４項の軽油若しくは燃料炭化水素油の販売、同条第５項の炭化水素油の消

費若しくは第６１条の２第１項各号の軽油の消費、譲渡若しくは輸入が行われた

場合又は同日以後に軽油引取税の特別徴収義務者が第６１条第６項の規定に該当

するに至った場合における軽油引取税については、前条の規定の適用を停止す

る。

２ 前項の規定により前条の規定の適用が停止されている場合において、租税特

別措置法第８９条第２項の規定による告示の日の属する月の翌月の初日以後に第

６１条第１項若しくは第２項に規定する軽油の引取り、同条第３項の燃料炭化水

素油の販売、同条第４項の軽油若しくは燃料炭化水素油の販売、同条第５項の

炭化水素油の消費若しくは第６１条の２第１項各号の軽油の消費、譲渡若しくは

輸入が行われた場合又は同日以後に軽油引取税の特別徴収義務者が第６１条第６

項の規定に該当するに至った場合における軽油引取税については、前項の規定

にかかわらず、前条の規定を適用する。

附則第８条の２の５第１項中「附則第１２条の２の４第２項」を「附則第１２条の

２の７第２項」に改め、同条第２項中「附則第８条の２の５第１項各号」を「附

則第８条の２の７第１項各号」に、「附則第１２条の２の４第２項」を「附則第１２

条の２の７第２項」に、「附則第１２条の２の４第３項」を「附則第１２条の２の７

第３項」に、「附則第１２条の２の４第４項」を「附則第１２条の２の７第４項」に

改め、同条第３項の表中「附則第８条の２の５第３項」を「附則第８条の２の７

第３項」に、「附則第８条の２の５第２項」を「附則第８条の２の７第２項」に、

「附則第８条の２の５第１項」を「附則第８条の２の７第１項」に、「附則第１２

条の２の４第４項」を「附則第１２条の２の７第４項」に改め、同条を附則第８条

の２の７とする。

附則第８条の２の４を附則第８条の２の６とし、附則第８条の２の３の次に次

の２条を加える。

（自動車取得税の免税点の特例）

第８条の２の４ 自動車の取得が平成３０年３月３１日までに行われた場合における

第５１条の規定の適用については、同条中「１５万円」とあるのは、「５０万円」と

する。

（自動車取得税の課税標準の特例）

第８条の２の５ 次に掲げる自動車（以下この項において「第１種省エネルギー

自動車」という。）で初めて新規登録等を受けるもの以外の第１種省エネルギー

自動車の取得（附則第８条の２の３第４項から第７項までの規定の適用がある

場合の自動車の取得を除く。）に係る第４９条第１項の規定の適用については、
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当該取得が平成２４年３月３１日までに行われたときに限り、同項中「取得価額」

とあるのは、「取得価額から３０万円を控除して得た額」とする。

� エネルギー消費効率が基準エネルギー消費効率に１００分の１２５を乗じて得た

数値以上の自動車のうち、窒素酸化物の排出量が道路運送車両法第４１条の規

定により平成１７年１０月１日以降に適用されるべきものとして定められた排出

ガス保安基準に定める窒素酸化物の値で総務省令で定めるもの（以下この項

及び次項において「平成１７年窒素酸化物排出許容限度」という。）の４分の

１を超えないもので総務省令で定めるもの

� 車両総重量が２．５トンを超え３．５トン以下のバス又はトラックのうち、エネ

ルギー消費効率が基準エネルギー消費効率以上で、かつ、窒素酸化物の排出

量が平成１７年窒素酸化物排出許容限度の４分の１を超えないもので総務省令

で定めるもの

２ 次に掲げる自動車（以下この項において「第２種省エネルギー自動車」とい

う。）で初めて新規登録等を受けるもの以外の第２種省エネルギー自動車の取

得（附則第８条の２の３第４項から第７項まで又は前項の規定の適用がある場

合の自動車の取得を除く。）に係る第４９条第１項の規定の適用については、当

該取得が平成２４年３月３１日までに行われたときに限り、同項中「取得価額」と

あるのは、「取得価額から１５万円を控除して得た額」とする。

� エネルギー消費効率が基準エネルギー消費効率に１００分の１１５を乗じて得た

数値以上の自動車のうち、窒素酸化物の排出量が平成１７年窒素酸化物排出許

容限度の４分の１を超えないもので総務省令で定めるもの

� 車両総重量が２．５トンを超え３．５トン以下のバス又はトラックのうち、エネ

ルギー消費効率が基準エネルギー消費効率以上で、かつ、窒素酸化物の排出

量が平成１７年窒素酸化物排出許容限度の２分の１を超えないもので総務省令

で定めるもの

３ 前２項の規定は、第５３条又は第５４条の規定により提出される申告書又は修正

申告書に、当該自動車の取得につき前２項の規定の適用を受けようとする旨そ

の他の規則で定める事項の記載がある場合に限り、適用する。

附則第８条の３第１項中「平成２０年度分及び平成２１年度分」を「平成２２年度分

及び平成２３年度分」に改める。

附則第８条の４第１項中「いう。第４項」を「いう。第３項及び第４項」に改

め、「（第３項において「電気自動車等」という。）」を削り、同項第１号中「平

成９年３月３１日」を「平成１１年３月３１日」に改め、同項第２号中「平成１１年３月

３１日」を「平成１３年３月３１日」に改め、同条第３項の表以外の部分を次のように

改める。

次に掲げる自動車に対する第６４条第１項、第２項及び第３項の規定の適用に

ついては、当該自動車が平成２２年４月１日から平成２３年３月３１日までの間に新

車新規登録を受けた場合にあっては平成２３年度分の自動車税に限り、当該自動

車が平成２３年４月１日から平成２４年３月３１日までの間に新車新規登録を受けた

場合にあっては平成２４年度分の自動車税に限り、次の表の左欄に掲げる規定中

同表の中欄に掲げる字句は、同表の右欄に掲げる字句にそれぞれ読み替えるも

のとする。

� 電気自動車

� 次に掲げる天然ガス自動車

ア 道路運送車両法第４０条第３号に規定する車両総重量（以下この号及び次

項において「車両総重量」という。）が３．５トン以下の天然ガス自動車の

うち、同法第４１条の規定により平成１７年１０月１日以降に適用されるべきも

のとして定められた自動車排出ガスに係る保安上又は公害防止その他の環

境保全上の技術基準（以下この項において「排出ガス保安基準」という。）

で総務省令で定めるもの（以下この号及び次項において「平成１７年天然ガ

ス軽量車基準」という。）に適合し、かつ、窒素酸化物の排出量が平成１７

年天然ガス軽量車基準に定める窒素酸化物の値の４分の１を超えないもの

で総務省令で定めるもの

イ 車両総重量が３．５トンを超える天然ガス自動車のうち、道路運送車両法

第４１条の規定により平成１７年１０月１日以降に適用されるべきものとして定

められた排出ガス保安基準で総務省令で定めるもの（以下この号及び次項

において「平成１７年天然ガス重量車基準」という。）に適合し、かつ、窒

素酸化物の排出量が平成１７年天然ガス重量車基準に定める窒素酸化物の値

の１０分の９を超えないもので総務省令で定めるもの

� 充電機能付電力併用自動車（電力併用自動車（内燃機関を有する自動車で

併せて電気その他の総務省令で定めるものを動力源として用いるものであっ

て、廃エネルギーを回収する機能を備えていることにより大気汚染防止法第
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２条第１４項に規定する自動車排出ガスの排出の抑制に資するもので総務省令

で定めるものをいう。）のうち、動力源として用いる電気を外部から充電す

る機能を備えているもので総務省令で定めるものをいう。）

� エネルギーの使用の合理化に関する法律第８０条第１号に規定するエネルギー

消費効率（以下この条において「エネルギー消費効率」という。）が同法第

７８条第１項の規定により定められる製造事業者等の判断の基準となるべき事

項を勘案して総務省令で定めるエネルギー消費効率（以下この条において「基

準エネルギー消費効率」という。）に１００分の１２５を乗じて得た数値以上の自

動車のうち、窒素酸化物の排出量が道路運送車両法第４１条の規定により平成

１７年１０月１日以降に適用されるべきものとして定められた排出ガス保安基準

に定める窒素酸化物の値で総務省令で定めるもの（次項及び第５項において

「平成１７年窒素酸化物排出許容限度」という。）の４分の１を超えないもの

で総務省令で定めるもの

附則第８条の４第４項第２号ア中「道路運送車両法第４０条第３号に規定する」、

「（以下この号において「車両総重量」という。）」及び「同法第４１条の規定によ

り平成１７年１０月１日以降に適用されるべきものとして定められた排出ガス保安基

準で総務省令附則第５条の２第４項に規定するもの（以下この号において「」を

削り、「」という。）に適合し」を「に適合し」に、「同条第５項に規定する」を

「総務省令で定める」に改め、同号イ中「道路運送車両法第４１条の規定により平

成１７年１０月１日以降に適用されるべきものとして定められた排出ガス保安基準で

総務省令附則第５条の２第６項に規定するもの（以下この号において「」及び「」

という。）」を削り、「同条第７項に規定する」を「総務省令で定める」に改め、

同項第３号中「附則第５条の２第８項に規定する」を「で定める」に改め、同条

第５項中「１００分の１１０」を「１００分の１１５」に、「附則第５条の２第９項に規定す

るもの（第３項」を「で定めるもの（前項」に、「平成１８年４月１日から平成１９

年３月３１日まで」を「平成２１年４月１日から平成２２年３月３１日まで」に、「平成

１９年度分」を「、平成２２年度分」に改め、「、当該自動車が平成１９年４月１日か

ら平成２０年３月３１日までの間に新車新規登録を受けた場合にあっては平成２０年度

分の自動車税に限り」を削り、同条第６項を削り、同条第７項中「第３項から前

項まで」を「前３項」に改め、同項を同条第６項とする。

附則第１２条第２項中「同項の」を「道民税に関する」に改め、同条第３項中「第

９条の６第１項」を「第９条の７第１項」に改める。

附 則

１ この条例は、平成２２年４月１日から施行する。ただし、第３６条の２第１項の

改正規定、第３６条の３第１項の改正規定（「条約相手国」を「条約相手国等」

に改める部分に限る。）並びに第４２条の２第１項及び第４２条の３第１項の改正

規定並びに附則第５条の４第１項第２号イの改正規定は、平成２２年６月１日か

ら施行する。

２ この条例の施行の日（以下「施行日」という。）前に所得税法等の一部を改

正する法律（平成２２年法律第 ６ 号）第１８条の規定による改正前の租税特別措

置法（昭和３２年法律第２６号。以下「旧租税特別措置法」という。）第９条の６

第１項に規定する公開買付けに応じて行う同項に規定する上場会社等の株式の

譲渡をした所得割の納税義務者の当該株式の譲渡による所得については、なお

従前の例による。

３ 旧租税特別措置法第９条の６第１項に規定する個人である所得割の納税義務

者が、施行日から平成２２年１２月３１日までの間に、同項に規定する公開買付けに

応じて行う同項に規定する上場会社等の株式の譲渡をした場合における当該株

式の譲渡による所得については、この条例による改正前の北海道税条例（以下

「旧条例」という。）附則第１２条第３項の規定は、なおその効力を有する。こ

の場合において、同項中「租税特別措置法第９条の６第１項」とあるのは、「所

得税法等の一部を改正する法律（平成２２年法律第 ６ 号）附則第５１条第２項の

規定によりなおその効力を有するものとされる同法第１８条の規定による改正前

の租税特別措置法第９条の６第１項」とする。

４ この条例による改正後の北海道税条例（以下「新条例」という。）の規定中

法人の道民税に関する部分は、施行日以後に開始する事業年度分の法人の道民

税及び施行日以後に開始する連結事業年度分の法人の道民税について適用し、

施行日前に開始した事業年度分の法人の道民税及び施行日前に開始した連結事

業年度分の法人の道民税については、なお従前の例による。

５ 新条例の規定中法人の事業税に関する部分は、施行日以後に開始する事業年

度に係る法人の事業税及び施行日以後の解散（合併による解散を除く。）によ

る清算所得に対する事業税（清算所得に対する事業税を課される法人の清算中

の事業年度に係る法人の事業税及び残余財産の一部の分配又は引渡しにより納
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付すべき法人の事業税を含む。以下この項において同じ。）について適用し、

施行日前に開始した事業年度に係る法人の事業税及び施行日前の解散（合併に

よる解散を除く。）による清算所得に対する事業税については、なお従前の例

による。

６ 施行日前の旧条例附則第７条の７に規定する土地の取得に対して課する不動

産取得税については、なお従前の例による。

７ 新条例の規定中自動車取得税に関する部分は、施行日以後の自動車の取得に

対して課すべき自動車取得税について適用し、施行日前の自動車の取得に対し

て課する自動車取得税については、なお従前の例による。

８ 新条例附則第８条の２の７の規定は、施行日以後に新条例第６１条第１項又は

第２項に規定する軽油の引取りが行われた場合において課すべき軽油引取税に

ついて適用し、施行日前に旧条例第６１条第１項又は第２項に規定する軽油の引

取りが行われた場合において課する軽油引取税については、なお従前の例によ

る。

９ この条例の施行の際現に旧条例附則第８条の２の５第２項において読み替え

て準用する旧条例第６１条の１１第１項の規定により交付を受けている免税軽油使

用者証は、新条例附則第８条の２の７第２項において読み替えて準用する新条

例第６１条の１１第１項の規定により交付を受けた免税軽油使用者証とみなす。

１０ この条例の施行の際現にされている旧条例附則第８条の２の５第２項におい

て読み替えて準用する旧条例第６１条の１２第１項の規定による免税証の交付の申

請は、新条例附則第８条の２の７第２項において読み替えて準用する新条例第

６１条の１２第１項の規定による免税証の交付の申請とみなす。

１１ この条例の施行の際現に旧条例附則第８条の２の５第２項において読み替え

て準用する旧条例第６１条の１２第６項の規定により交付を受けている免税証は、

新条例附則第８条の２の７第２項において読み替えて準用する新条例第６１条の

１２第６項の規定により交付を受けた免税証とみなす。

１２ 新条例の規定中自動車税に関する部分は、平成２２年度以後の年度分の自動車

税について適用し、平成２１年度分までの自動車税については、なお従前の例に

よる。

規 則

北海道税条例施行規則の一部を改正する規則をここに公布する。
平成２２年３月３１日

北海道知事 高 橋 はるみ
北海道規則第５３号

北海道税条例施行規則の一部を改正する規則
北海道税条例施行規則（昭和２９年北海道規則第９８号）の一部を次のように改正する。
第３９条の２中「第５３条第２５項」を「第５３条第２０項」に改める。
第３９条の３第１項中「第５３条第４５項及び第４６項」を「第５３条第４０項及び第４１項」に改める。
第３９条の３の２中「第５３条第４７項」を「第５３条第４２項」に改める。
第４９条の７第２項第５号中「（法附則第１１条第６項の規定の適用を受けた場合にあっては、
当該不動産の価格から同項に規定する額を控除した額）」を削る。
第５８条の７第１項第１号の表に次のように加える。
「
肝臓機能障害 一級 二級 三級 四級

」
第５８条の７第１項第２号の表に次のように加える。
「
肝臓機能障害 特別項症 第一項症 第二項症 第三項症

」
第５８条の７第３項中第８号を第９号とし、第７号の次に次の１号を加える。
� 障害者自立支援法（平成１７年法律第１２３号）に規定する障害者支援施設、地域活動支
援センター及び福祉ホーム
附則第１９項中「車両購入費補助金」を「車両購入に係る補助金の交付」に改める。
附則第２４項中「附則第８条の２の３第１２項」を「附則第８条の２の５第３項」に改め、同
項第１号中「附則第８条の２の３第１０項又は第１１項」を「附則第８条の２の５第１項又は第
２項」に改める。
附則第２５項中「附則第８条の２の３第１２項」を「附則第８条の２の５第３項」に改める。
附則第３０項中「第６項」を「第５項」に改める。
附則別記第４号様式末尾欄外注意１の事項中「準生活交通路線車両購入費補助金交付申請
書及び準生活交通路線車両購入費補助金交付決定通知書」を「準生活交通路線に使用する車
両の購入に係る補助金の交付申請書及び交付決定通知書」に改める。
別記第４３号様式から別記第４６号様式までの規定及び別記第４８号様式中「�」を削る。
別記第６１号様式の２中
「

低車
燃特
費例

適 用 燃 費 変速装置 構 造
１．受
２．否 km/l

ＡＴ ・ ＭＴ Ａ ・ Ｂ

低車
公特
害例

１．電気・天然ガス・メタノール ２．ハイブリッド自動車（バス・トラック）
３．ハイブリッド自動車（その他） ４．排出ガス規制適合車（ 年規制）
５．その他（ ）

」

を
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「
（
新

新
規

軽
減

時
限 記載要領１を参照車

）
登
録

措
置

的

以
外

上
記

低燃費車特例 燃費 変速装置 構造 低公害車特例
記載要領２
を参照 km/l

ＡＴ・ＭＴ Ａ・Ｂ 記載要領４
を参照

」

に改め、同様式を同様式（表）とし、

同（表）の次に同様式（裏）として次のように加える。

（裏）

記載要領

１ 「時限的軽減措置」の欄には、次のいずれかのうち、該当する項目の番号又は記号を枠内に記入すること。
� 電気・天然ガス自動車（非課税） ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１
� プラグインハイブリッド自動車（非課税） ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２
� ハイブリッド自動車（乗用車等）（非課税）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・３
� ハイブリッド自動車（バス・トラック）（非課税）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・４
	 低排出ガスディーゼル乗用車（非課税） ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・５

 低排出ガス重量車基準適合車（１／４税率） ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・６
� １７年排出ガス７５パーセント低減かつ燃費＋２５パーセント達成車（１／４税率） ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・７
� １７年低排出ガス重量車基準適合車（１／２税率） ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・８
� １７年排出ガス７５パーセント低減かつ燃費＋１５パーセント達成車（１／２税率） ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・９

 低排出ガス中量車基準適合車（２．５トン超３．５トン以下バス・トラック）（１／４税率）・・・・・・・・・・・・・・・・Ａ
� １７年排出ガス７５パーセント低減かつ燃費基準達成車（２．５トン超３．５トン以下バス・トラック）（１／４税率）・・・・・・Ｂ
� １７年排出ガス５０パーセント低減かつ燃費基準達成車（２．５トン超３．５トン以下バス・トラック）（１／２税率）・・・・・・Ｃ

２ 「低燃費車特例」の欄には、法附則第１２条の２の５第１項又は第２項の規定の適用を受けようとするか否かについて、次のいずれかのうち、該当する項目の番号を枠内
に記入すること。
� 受（１７年排出ガス７５パーセント低減かつ燃費＋２５パーセント達成車、３０万円控除） ・・・・・・・・・・・・・・・・・１
� 否 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２
� 受（１７年排出ガス７５パーセント低減かつ燃費＋１５パーセント達成車、１５万円控除） ・・・・・・・・・・・・・・・・・３
� 受（１７年排出ガス７５パーセント低減かつ燃費基準達成車（２．５トン超３．５トン以下バス・トラック）、３０万円控除）・・・・４
	 受（１７年排出ガス５０パーセント低減かつ燃費基準達成車（２．５トン超３．５トン以下バス・トラック）、１５万円控除）・・・・５

３ 「１７年排出ガス７５パーセント低減かつ燃費＋２５パーセント達成車（１／４税率）」、「１７年排出ガス７５パーセント低減かつ燃費＋１５パーセント達成車（１／２税率）」、「１７
年排出ガス７５パーセント低減かつ燃費基準達成車（２．５トン超３．５トン以下バス・トラック）（１／４税率）」若しくは「１７年排出ガス５０パーセント低減かつ燃費基準達成車
（２．５トン超３．５トン以下バス・トラック（１／２税率）」として「時限的軽減措置」の適用を受ける場合又は「低燃費車特例」の適用を受けようとする場合は、「燃費」の
欄に必要事項を記入すること。
また、貨物自動車の場合には、「変速装置」及び「構造」の各欄について該当する項目を○で囲むこと。
なお、「構造」の欄については、次の要件のいずれにも該当する場合には「Ａ」を、「Ａ」以外の場合には「Ｂ」を選択すること。

� 最大積載量を車両総重量で除した値が０．３以下となるものであること。
� 乗車装置及び物品積載装置が同一の車室内に設けられており、かつ、当該車室と車体外とを固定された屋根、窓ガラス等の隔壁により仕切られるものであること。
� 運転室の前方に原動機を有し、かつ、前軸のみに動力を伝達できるもの又は前軸及び後軸のそれぞれ一軸以上に動力を伝達できるもの（後軸に動力を伝達する場合に
おいて前軸からトランスファ及びプロペラ・シャフトを用いて後軸に動力を伝達するものに限る。）であること。
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４ 「低公害車特例」の欄には、次のいずれかのうち、該当する項目の番号を枠内に記入すること。
� 電気・天然ガス自動車（２．７パーセント控除）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１
� プラグインハイブリッド自動車（２．４パーセント控除）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２
� ハイブリッド自動車（乗用車等）（１．６パーセント控除） ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・３
� ハイブリッド自動車（バス・トラック）（２．７パーセント控除） ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・４
	 低排出ガス重量車基準適合車（２．０パーセント・１．０パーセント控除） ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・５

 低排出ガスディーゼル乗用車（０．５パーセント控除）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・６
� 低排出ガス中量車基準適合車（２．５トン超３．５トン以下バス・トラック）（１．０パーセント控除） ・・・・・・・・・・・・７

別記第７０号様式その１（表）中
「

級の
」
を
「

級
」
に、

「
障害 区 分
（Ａ～Ｍ）

」
を
「

障害 区 分

」
に改める。

附 則

１ この規則は、平成２２年４月１日から施行する。ただし、第３９条の２、第３９条の３第１項
及び第３９条の３の２の改正規定は、平成２２年１０月１日から施行する。
２ この規則による改正後の北海道税条例施行規則（以下「改正後の規則」という。）第４９
条の７第２項第５号の規定は、この規則の施行の日以後の同号に規定する不動産の取得に
対して課すべき不動産取得税について適用し、同日前の不動産の取得に対して課する不動
産取得税については、なお従前の例による。
３ 改正後の規則第５８条の７第３項の規定は、平成１８年１０月１日以後の自動車の取得に対し
て課すべき自動車取得税及び平成１８年度以後の年度分の自動車税について適用し、同日前
の自動車の取得に対して課すべき自動車取得税及び平成１７年度分までの自動車税について
は、なお従前の例による。
４ この規則の施行の際現にこの規則による改正前の規則の規定に基づいて作成されている
用紙がある場合においては、改正後の規則の規定にかかわらず、当分の間、必要な調整を
して使用することを妨げない。
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